
【個人番号に係る書類について】 

個人番号（マイナンバー）の制度に基づき、報酬の支払いに伴う所得税の源泉徴収事務処理を行うた

め、「個人番号の提供書」と「本人確認書類の写し」の提出をお願いいたします。 

 

本人確認書類 

「個人番号の提供書」ご提出の際には本人確認として、番号確認と身元確認の二種類の確認が必要

となります。以下の⑴、⑵のいずれかを「個人番号の提供書」に添えて地域教育課へご提示くださ

い。 

 

⑴ 個人番号カード（マイナンバーカード）をお持ちの場合 

「個人番号カード」の写しのみご提出ください。（裏表両面のコピー） 

 

⑵ 個人番号カード（マイナンバーカード）をお持ちでない場合 

番号確認書類と身元確認書類の両方（①、②）をご提出ください。 

① 番号確認書類 ※以下どちらか 

・「通知カード」の写し（番号が記載された面） 

・「個人番号が記載された住民票」の写し 

② 身元確認書類 ※以下どちらか 

・顔写真付きの身分証明書を１つ 

    例：運転免許証の写し、パスポートの写し、またはその他顔写真付き身分証明書 

  ・顔写真付きでない身分証明書の写しを２つ 

    例：健康保険被保険者証の写し、年金手帳の写し 等 

 

 

個人番号（マイナンバー）提供に際しての確認事項 

１ 特定個人情報（個人番号を内容に含む個人情報）の取扱い等 

  皆様からご提供いただいた個人番号等は、行政手続きにおける特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」といいます。）及び個人情報

の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。）により、適正な取扱いを行います。 

  また、いただいた個人番号等は、上記の事務に利用するためのみに使用するもので、他の目的に

は利用しません。また、利用目的が終了した場合は、直ちに管理データの消去と提供書の廃棄を行

います。 

 

２ 個人番号取得時の本人確認の実施 

個人番号関係事務で利用するため、あらかじめ本人等から個人番号を収集する場合には、番号

法第 16条による本人確認措置（個人番号カードの提示を受けること等）と同様の措置を講ずるこ

とが求められています。 
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